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１．東海環状自動車道（土岐～四日市）の事業概要
（１）事業目的（１）事業目的

東 海 環 状 自 動 車 道 の 全 体 位 置 図

凡 例

東海環状自動車道（再評価対象区間）

東海環状自動車道（対象区間外）

その他の高速道路（供用中・事業中）

（ ）内のIC、JCT名称は仮称

図1 一般国道475号東海環状自動車道位置図
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一般国道４７５号 東海環状自動車道は、愛知県豊田市を起点とし、愛知県瀬戸市、岐阜県岐阜市及び

大垣市等の主要都市を経て三重県四日市市に至る延長約１６０kmの高規格幹線道路（一般国道の自動車

専用道路）です。

本事業の東海環状自動車道（土岐～四日市）は、岐阜県土岐市土岐津町から三重県四日市市北山町に

至る延長１１５．６ｋｍの高規格幹線道路（一般国道の自動車専用道路）であり、下記の４点を主な目的とし

て事業を推進しています。

①広域ネットワークの構築 ②地域経済活性化の支援

③地域活性化の支援 ④災害に強い道路機能の確保

一般国道４７５号 東海環状自動車道は、愛知県豊田市を起点とし、愛知県瀬戸市、岐阜県岐阜市及び

大垣市等の主要都市を経て三重県四日市市に至る延長約１６０kmの高規格幹線道路（一般国道の自動車

専用道路）です。

本事業の東海環状自動車道（土岐～四日市）は、岐阜県土岐市土岐津町から三重県四日市市北山町に

至る延長１１５．６ｋｍの高規格幹線道路（一般国道の自動車専用道路）であり、下記の４点を主な目的とし

て事業を推進しています。

①広域ネットワークの構築 ②地域経済活性化の支援

③地域活性化の支援 ④災害に強い道路機能の確保
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●事業名 ：一般国道４７５号 東海環状自動車道（土岐～四日市）

●起終点 ：（起点）岐阜県土岐市土岐津町

（終点）三重県四日市市北山町

●延長 ：１１５．６km

●道路規格：第１種第２級 自動車専用道路

●設計速度：１００ km/h

●車線数 ：完成４車線

●区間別概要

●事業名 ：一般国道４７５号 東海環状自動車道（土岐～四日市）

●起終点 ：（起点）岐阜県土岐市土岐津町

（終点）三重県四日市市北山町

●延長 ：１１５．６km

●道路規格：第１種第２級 自動車専用道路

●設計速度：１００ km/h

●車線数 ：完成４車線

●区間別概要

標 準 断 面 図
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図2 一般国道475号東海環状自動車道標準断面図

（２）計画概要（２）計画概要
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１．東海環状自動車道（土岐～四日市）の事業概要

平成２３年６月平成２３年６月平成２３年６月
平成１２年８月

平成２０年８月
有料道路事業
許可

全体事業費

前回の再評価

工事着手年度

用地着手年度

事業化

都市計画決定

起終点
三重県いなべ市北勢町阿下喜岐阜県養老郡養老町大跡岐阜県関市広見岐阜県土岐市土岐津町

起点

三重県四日市市北山町三重県いなべ市北勢町阿下喜岐阜県養老郡養老町大跡岐阜県関市広見
終点

平成９年度－平成１９年度平成８年度

平成５年度－平成１３年度平成２年度

平成２年度平成１０年度（着工準備）平成６年度平成元年度

平成３年度平成１９年度平成８年度平成元年度

１，３００億円１，５００億円５，１００億円４，０００億円

平成１９年度

（指摘事項なし：継続）

平成１９年度

（指摘事項なし：継続）

平成１９年度

（指摘事項なし：継続）

平成１９年度

（指摘事項なし：継続）

北勢～四日市養老～北勢関～養老土岐～関

平成２３年６月平成２３年６月平成２３年６月
平成１２年８月

平成２０年８月
有料道路事業
許可

全体事業費

前回の再評価

工事着手年度

用地着手年度

事業化

都市計画決定

起終点
三重県いなべ市北勢町阿下喜岐阜県養老郡養老町大跡岐阜県関市広見岐阜県土岐市土岐津町

起点

三重県四日市市北山町三重県いなべ市北勢町阿下喜岐阜県養老郡養老町大跡岐阜県関市広見
終点

平成９年度－平成１９年度平成８年度

平成５年度－平成１３年度平成２年度

平成２年度平成１０年度（着工準備）平成６年度平成元年度

平成３年度平成１９年度平成８年度平成元年度

１，３００億円１，５００億円５，１００億円４，０００億円

平成１９年度

（指摘事項なし：継続）

平成１９年度

（指摘事項なし：継続）

平成１９年度

（指摘事項なし：継続）

平成１９年度

（指摘事項なし：継続）

北勢～四日市養老～北勢関～養老土岐～関
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◇費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝
事業費＋維持管理費

■走行時間短縮便益： 東海環状自動車道（土岐～関）の整備がない場合の走行時間費用（所要時間×時間価値）から、整備した場
合の走行時間費用を減じた差額

■走行経費減少便益： 東海環状自動車道（土岐～関）の整備がない場合の走行経費（燃料費、油脂費、タイヤ・チューブ費、車両整
備費、車両償却費等）から、整備した場合の走行経費を減じた差額（例：燃料費、油脂（オイル）費、タイヤ・
チューブ費、車両整備（維持・修繕）費、車両償却費等）
東海環状自動車道（土岐～関）の整備がない場合の交通事故による社会的損失額（人的損害額、物的損害
額、事故渋滞による損害額等）から、整備した場合の交通事故による社会的損失額を減じた差額（交通事故
による社会的損失：運転者、同乗者、歩行者に関する人的損害額、交通事故により損壊を受ける車両や構築
物に関する物的損害額及び事故渋滞による損失額）

■交通事故減少便益：

■事 業 費 ： 東海環状自動車道（土岐～関）の整備に要する費用（工事費、用地費等）
■維持管理費： 東海環状自動車道（土岐～関）を供用後の道路管理に要する費用（維持費、清掃費、照明費等）

２．費用対効果分析（費用便益比（B/C））：土岐～関

走行時間短縮便益＋走行経費減少便益＋交通事故減少便益

便益

費用

○．○○投資効率性の評価

◇Ｂ／Ｃ（事業全体） ＝ ＝
７，６２４億円 ＋ ７５７億円 ＋ ３０５億円

４，７３２億円 ＋ ２９５億円

８，６８６億円

５，０２７億円 ＝

※未整備区間において、事業を継続した場合に追加的に必要となる事業費の合計と、追加的に発生する便益を対象として算出した。

◇Ｂ／Ｃ（残事業）
１，７０３億円 ＋ ８．８億円 ＋ ２９億円

５５６億円 ＋ ３７億円
＝

１，７４１億円

５９３億円＝ ＝

１．７

○前回評価時の費用便益（Ｂ／Ｃ）との比較
・前回の再評価時 全体事業＝１．７ 残事業＝３．２ ・今回の再評価時 全体事業＝１．７ 残事業＝２．９

【前回再評価からの主な変更点】
1. 費用便益分析マニュアルの改訂
①便益算出の検討年数を40年から50年に変更 ②便益算出に用いる車種別の時間価値原単位等の変更

2. 交通流推計に用いるデータの変更
①OD表のベースとなる道路交通センサスを平成11年度から平成17年度に変更
②将来OD表の作成に用いるブロック別・車種別走行台キロの伸び率を変更

3. 将来交通需要推計手法の改善
①生成交通量推計手法の改善（推計モデル及び将来フレーム設定を統一）
②需要推計に係る条件設定の変更（ネットワークの設定について、現況に加え、事業化済みの箇所のみを考慮）

4. 費用便益分析の基準年次を変更（H19→H23） 5. 暫定供用を考慮

２．９
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◇費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝
事業費＋維持管理費

■走行時間短縮便益： 東海環状自動車道（関～養老）の整備がない場合の走行時間費用（所要時間×時間価値）から、整備した場
合の走行時間費用を減じた差額

■走行経費減少便益： 東海環状自動車道（関～養老）の整備がない場合の走行経費（燃料費、油脂費、タイヤ・チューブ費、車両整
備費、車両償却費等）から、整備した場合の走行経費を減じた差額（例：燃料費、油脂（オイル）費、タイヤ・
チューブ費、車両整備（維持・修繕）費、車両償却費等）
東海環状自動車道（関～養老）の整備がない場合の交通事故による社会的損失額（人的損害額、物的損害
額、事故渋滞による損害額等）から、整備した場合の交通事故による社会的損失額を減じた差額（交通事故
による社会的損失：運転者、同乗者、歩行者に関する人的損害額、交通事故により損壊を受ける車両や構築
物に関する物的損害額及び事故渋滞による損失額）

■交通事故減少便益：

■事 業 費 ： 東海環状自動車道（関～養老）の整備に要する費用（工事費、用地費等）
■維持管理費： 東海環状自動車道（関～養老）を供用後の道路管理に要する費用（維持費、清掃費、照明費等）

２．費用対効果分析（費用便益比（B/C））：関～養老

走行時間短縮便益＋走行経費減少便益＋交通事故減少便益

便益

費用

○投資効率性の評価

◇Ｂ／Ｃ（事業全体） ＝ ＝
５，２３０億円 ＋ ３８４億円 ＋ １７０億円

４，０６９億円 ＋ ２４８億円

５，７８４億円

４，３１７億円 ＝

※未整備区間において、事業を継続した場合に追加的に必要となる事業費の合計と、追加的に発生する便益を対象として算出した。

◇Ｂ／Ｃ（残事業）
３，２６０億円 ＋ ２４８億円

＝
５，７８４億円

３，５０８億円＝ ＝

１．３

○前回評価時の費用便益（Ｂ／Ｃ）との比較
・前回の再評価時 全体事業＝１．６ 残事業＝１．６ ・今回の再評価時 全体事業＝１．３ 残事業＝１．６

【前回再評価からの主な変更点】

１．６
５，２３０億円 ＋ ３８４億円 ＋ １７０億円

1. 費用便益分析マニュアルの改訂
①便益算出の検討年数を40年から50年に変更 ②便益算出に用いる車種別の時間価値原単位等の変更

2. 交通流推計に用いるデータの変更
①OD表のベースとなる道路交通センサスを平成11年度から平成17年度に変更
②将来OD表の作成に用いるブロック別・車種別走行台キロの伸び率を変更

3. 将来交通需要推計手法の改善
①生成交通量推計手法の改善（推計モデル及び将来フレーム設定を統一）
②需要推計に係る条件設定の変更（ネットワークの設定について、現況に加え、事業化済みの箇所のみを考慮）

4. 費用便益分析の基準年次を変更（H19→H23） 5. 暫定供用を考慮
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◇費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝
事業費＋維持管理費

■走行時間短縮便益： 東海環状自動車道（養老～北勢）の整備がない場合の走行時間費用（所要時間×時間価値）から、整備した
場合の走行時間費用を減じた差額

■走行経費減少便益： 東海環状自動車道（養老～北勢）の整備がない場合の走行経費（燃料費、油脂費、タイヤ・チューブ費、車両
整備費、車両償却費等）から、整備した場合の走行経費を減じた差額（例：燃料費、油脂（オイル）費、タイヤ・
チューブ費、車両整備（維持・修繕）費、車両償却費等）
東海環状自動車道（養老～北勢）の整備がない場合の交通事故による社会的損失額（人的損害額、物的損
害額、事故渋滞による損害額等）から、整備した場合の交通事故による社会的損失額を減じた差額（交通事
故による社会的損失：運転者、同乗者、歩行者に関する人的損害額、交通事故により損壊を受ける車両や構
築物に関する物的損害額及び事故渋滞による損失額）

■交通事故減少便益：

■事 業 費 ： 東海環状自動車道（養老～北勢）の整備に要する費用（工事費、用地費等）
■維持管理費： 東海環状自動車道（養老～北勢）を供用後の道路管理に要する費用（維持費、清掃費、照明費等）

２．費用対効果分析（費用便益比（B/C））：養老～北勢

走行時間短縮便益＋走行経費減少便益＋交通事故減少便益

便益

費用

○前回評価時の費用便益（Ｂ／Ｃ）との比較
・前回の再評価時 全体事業＝１．９ 残事業＝１．９ ・今回の再評価時 全体事業＝１．６ 残事業＝１．７

【前回再評価からの主な変更点】
1. 費用便益分析マニュアルの改訂
①便益算出の検討年数を40年から50年に変更 ②便益算出に用いる車種別の時間価値原単位等の変更

2. 交通流推計に用いるデータの変更
①OD表のベースとなる道路交通センサスを平成11年度から平成17年度に変更
②将来OD表の作成に用いるブロック別・車種別走行台キロの伸び率を変更

3. 将来交通需要推計手法の改善
①生成交通量推計手法の改善（推計モデル及び将来フレーム設定を統一）
②需要推計に係る条件設定の変更（ネットワークの設定について、現況に加え、事業化済みの箇所のみを考慮）

4. 費用便益分析の基準年次を変更（H19→H23） 5. 暫定供用を考慮

○投資効率性の評価

◇Ｂ／Ｃ（事業全体） ＝ ＝
１，６９２億円 ＋ １２９億円 ＋ ５９億円

１，０５４億円 ＋ ８７億円

１，８８０億円

１，１４１億円 ＝

※未整備区間において、事業を継続した場合に追加的に必要となる事業費の合計と、追加的に発生する便益を対象として算出した。

◇Ｂ／Ｃ（残事業）
１，６９２億円 ＋ １２９億円 ＋ ５９億円

１，０２６億円 ＋ ８７億円
＝

１，８８０億円

１，１１４億円＝ ＝

１．６

１．７
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◇費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝
事業費＋維持管理費

■走行時間短縮便益： 東海環状自動車道（北勢～四日市）の整備がない場合の走行時間費用（所要時間×時間価値）から、整備し
た場合の走行時間費用を減じた差額

■走行経費減少便益： 東海環状自動車道（北勢～四日市）の整備がない場合の走行経費（燃料費、油脂費、タイヤ・チューブ費、車
両整備費、車両償却費等）から、整備した場合の走行経費を減じた差額（例：燃料費、油脂（オイル）費、タイ
ヤ・チューブ費、車両整備（維持・修繕）費、車両償却費等）
東海環状自動車道（北勢～四日市）の整備がない場合の交通事故による社会的損失額（人的損害額、物的
損害額、事故渋滞による損害額等）から、整備した場合の交通事故による社会的損失額を減じた差額（交通
事故による社会的損失：運転者、同乗者、歩行者に関する人的損害額、交通事故により損壊を受ける車両や
構築物に関する物的損害額及び事故渋滞による損失額）

■交通事故減少便益：

■事 業 費 ： 東海環状自動車道（北勢～四日市）の整備に要する費用（工事費、用地費等）
■維持管理費： 東海環状自動車道（北勢～四日市）を供用後の道路管理に要する費用（維持費、清掃費、照明費等）

２．費用対効果分析（費用便益比（B/C））：北勢～四日市

走行時間短縮便益＋走行経費減少便益＋交通事故減少便益

便益

費用

○前回評価時の費用便益（Ｂ／Ｃ）との比較
・前回の再評価時 全体事業＝１．６ 残事業＝２．１ ・今回の再評価時 全体事業＝１．７ 残事業＝２．６

【前回再評価からの主な変更点】
1. 費用便益分析マニュアルの改訂
①便益算出の検討年数を40年から50年に変更 ②便益算出に用いる車種別の時間価値原単位等の変更

2. 交通流推計に用いるデータの変更
①OD表のベースとなる道路交通センサスを平成11年度から平成17年度に変更
②将来OD表の作成に用いるブロック別・車種別走行台キロの伸び率を変更

3. 将来交通需要推計手法の改善
①生成交通量推計手法の改善（推計モデル及び将来フレーム設定を統一）
②需要推計に係る条件設定の変更（ネットワークの設定について、現況に加え、事業化済みの箇所のみを考慮）

4. 費用便益分析の基準年次を変更（H19→H23） 5. 暫定供用を考慮

○投資効率性の評価

◇Ｂ／Ｃ（事業全体） ＝ ＝
１，９３２億円 ＋ １３５億円 ＋ ９３億円

１，１９４億円 ＋ ９５億円

２，１６０億円

１，２９０億円 ＝

※未整備区間において、事業を継続した場合に追加的に必要となる事業費の合計と、追加的に発生する便益を対象として算出した。

◇Ｂ／Ｃ（残事業）
１，９３２億円 ＋ １３５億円 ＋ ９３億円

７２６億円 ＋ ９５億円
＝

２，１６０億円

８２１億円＝ ＝

１．７

２．６
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３．前回評価時との比較表：土岐～関

事業 ７４ ％
用地 １００ ％

事業 ７３％
用地 １００％

事業の進捗状況

費用便益分析マニュアルの改訂
交通流推計に用いるデータの変更
将来交通需要推計手法の改善
暫定供用を考慮

１，７４１億円３，０６２億円

総便益
（B）

総費用
（C）

費用便益分析マニュアルの改訂
基準年次の変更
暫定供用を考慮

５９３億円９５０億円
残事業

費用便益分析マニュアルの改訂
交通流推計に用いるデータの変更
将来交通需要推計手法の改善
暫定供用を考慮

８，６８６億円６，２４６億円

総便益
（B）

総費用
（C）

費用便益分析マニュアルの改訂
基準年次の変更
暫定供用を考慮

５，０２７億円３，７６１億円
全体事業

４，０００億円４，０００億円
全体事業費

備 考

中濃地域の観光入込客数
（平成１９年）
10,069千人

３．２

１．７

前回評価
（H19再評価）

中濃地域の観光入込客数
（平成２１年）

10,345千人（3％増）

事業を巡る社会情勢等
の変化

１．７費用対効果（B/C）

２．９

今回評価
（H23再評価）

費用対効果（B/C）

事 項
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３．前回評価時との比較表：関～養老

事業 １１％
用地 ３７ ％

事業 ４％
用地 １０％

事業の進捗状況

費用便益分析マニュアルの改訂
交通流推計に用いるデータの変更
将来交通需要推計手法の改善
暫定供用を考慮

５，７８４億円４，９４９億円

総便益
（B）

総費用
（C）

費用便益分析マニュアルの改訂
基準年次の変更
暫定供用を考慮

３，５０８億円３，０７３億円
残事業

費用便益分析マニュアルの改訂
交通流推計に用いるデータの変更
将来交通需要推計手法の改善
暫定供用を考慮

５，７８４億円４，９４９億円

総便益
（B）

総費用
（C）

費用便益分析マニュアルの改訂
基準年次の変更
暫定供用を考慮

４，３１７億円３，０９１億円
全体事業

５，１００億円５，１００億円
全体事業費

備 考

岐阜地域の観光入込客数
（平成１９年）
12,931千人

１．６

１．６

前回評価
（H19再評価）

岐阜地域の観光入込客数
（平成２１年）

12,442千人（4％減）

事業を巡る社会情勢等
の変化

１．３費用対効果（B/C）

１．６

今回評価
（H23再評価）

費用対効果（B/C）

事 項
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３．前回評価時との比較表：養老～北勢

事業 １％
用地 ０％

事業 １％
用地 ０％

事業の進捗状況

費用便益分析マニュアルの改訂
交通流推計に用いるデータの変更
将来交通需要推計手法の改善
暫定供用を考慮

１，８８０億円１，６１５億円

総便益
（B）

総費用
（C）

費用便益分析マニュアルの改訂
基準年次の変更
暫定供用を考慮

１，１１４億円８６９億円

残事業

費用便益分析マニュアルの改訂
交通流推計に用いるデータの変更
将来交通需要推計手法の改善
暫定供用を考慮

１，８８０億円１，６１５億円

総便益
（B）

総費用
（C）

費用便益分析マニュアルの改訂
基準年次の変更
暫定供用を考慮

１，１４１億円８６９億円

全体事業

１，５００億円１，５００億円全体事業費

備 考

西濃地域の観光入込客数
（平成１９年）
11,835千人

１．９

１．９

前回評価
（H19再評価）

西濃地域の観光入込客数
（平成２１年）

12,077千人（2％増）

事業を巡る社会情勢等
の変化

１．６費用対効果（B/C）

１．７

今回評価
（H23再評価）

費用対効果（B/C）

事 項
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３．前回評価時との比較表：北勢～四日市

事業 ２５％
用地 ９７％

事業 ２４％
用地 ８９％

事業の進捗状況

費用便益分析マニュアルの改訂
交通流推計に用いるデータの変更
将来交通需要推計手法の改善
暫定供用を考慮

２，１６０億円１，４８０億円

総便益
（B）

総費用
（C）

費用便益分析マニュアルの改訂
基準年次の変更
暫定供用を考慮

８２１億円６９９億円

残事業

費用便益分析マニュアルの改訂
交通流推計に用いるデータの変更
将来交通需要推計手法の改善
暫定供用を考慮

２，１６０億円１，４８０億円

総便益
（B）

総費用
（C）

費用便益分析マニュアルの改訂
基準年次の変更
暫定供用を考慮

１，２９０億円９４１億円

全体事業

１，３００億円１，３００億円全体事業費

新名神高速道路供用後の観光入込
客数の増加

備 考

北勢地域の主要観光施設
入込客数（平成１９年）

11,136千人

２．１

１．６

前回評価
（H19再評価）

北勢地域の主要観光施設
入込客数（平成２２年）
12,681千人（14％増）

事業を巡る社会情勢等
の変化

１．７費用対効果（B/C）

２．６

今回評価
（H23再評価）

費用対効果（B/C）

事 項
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【H30年度までの供用予定路線】

H30H30頃までには頃までには
東西軸が強化東西軸が強化

東西軸の強化に併せて東西軸の強化に併せて
南北軸の強化が必要南北軸の強化が必要

４．評価の視点

２）事業の投資効果２）事業の投資効果

図4 H30年度までの供用予定路線

■新東名高速道路及び新名神高速道路の供用によ
り東西軸は強化されますが、引き続き東海環状自
動車道の整備による南北軸の強化が必要

（１）事業の必要性等に関する視点（１）事業の必要性等に関する視点
①①広域ネットワークの構築＜高速道路ネットワーク＞広域ネットワークの構築＜高速道路ネットワーク＞

１）事業を巡る社会情勢等の変化

■名古屋圏ではH15年～H17年にかけて、新たに120kmの自動車専用道

路が整備されました。

■H22年度末現在、新名神高速道路と東海北陸自動車道及び名古屋第

二環状自動車道等が供用し、北陸・近畿とのアクセス性が向上すると

ともに名古屋圏の渋滞緩和が図られています。

■H30年度までに新名神高速道路・新東名高速道路の供用により東西

軸が強化されます。

２）事業の投資効果

■東海環状自動車道の整備により南北軸が強化され、中部地域全体の

発展へ寄与します。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■名古屋圏ではH15年～H17年にかけて、新たに120kmの自動車専用道

路が整備されました。

■H22年度末現在、新名神高速道路と東海北陸自動車道及び名古屋第

二環状自動車道等が供用し、北陸・近畿とのアクセス性が向上すると

ともに名古屋圏の渋滞緩和が図られています。

■H30年度までに新名神高速道路・新東名高速道路の供用により東西

軸が強化されます。

２）事業の投資効果２）事業の投資効果

■東海環状自動車道の整備により南北軸が強化され、中部地域全体の

発展へ寄与します。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

図3 名古屋圏の高速道路ネットワークの整備状況

【H22年度末】【H17年度末】

120㎞の新たな自動車専用道路の整備
新名神高速道路、東海北陸自動車道
名古屋第二環状自動車道等の供用
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４．評価の視点

①①広域ネットワークの構築＜環状道路の機能＞広域ネットワークの構築＜環状道路の機能＞

１）事業を巡る社会情勢等の変化

■環状道路は、分散導入機能、バイパス機能、非常時の迂回機能を有しています。

２）事業の投資効果

■東海環状自動車道の整備により、沿線都市間の所要時間の短縮が見込まれます。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■環状道路は、分散導入機能、バイパス機能、非常時の迂回機能を有しています。

２）事業の投資効果２）事業の投資効果

■東海環状自動車道の整備により、沿線都市間の所要時間の短縮が見込まれます。

２）事業の投資効果２）事業の投資効果

■東海３県の主要都市間の所要時間が短縮し連携
が強まる

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■分散導入機能
郊外から都心部への交通を分散して導入する複数
のルートが確保でき、都心部の交通集中を緩和

■バイパス機能
都心に起終点を持たない通過交通をバイパスさせ、
場内交通と分離することで、都心部の混雑を緩和

■非常時の迂回機能
災害や事故、大規模な工事による交通規制、ある
いは交通混雑があった場合など、迂回誘導が可能

図5 環状道路の機能

図6 東海環状自動車道開通後の沿線都市間の所要時間

岐阜市
関市

土岐市大垣市

四日市市 豊田市

開通前：開通前：９０分９０分

開通後：開通後：５０分５０分

開通前：１１０開通前：１１０分分

開通後：開通後：４０分４０分

現現 在：７０分在：７０分

開通後：開通後：４５分４５分

現現 在：１００在：１００分分

開通後：開通後：５５分５５分

２５分２５分
短縮

４０分４０分
短縮

７０分７０分
短縮

４５分４５分
短縮
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４．評価の視点
①①広域ネットワークの構築＜交通渋滞の緩和＞広域ネットワークの構築＜交通渋滞の緩和＞

１）事業を巡る社会情勢等の変化

■東海環状自動車道東回り区間の供用により渋滞は緩和しましたが、環状道路の内側の名古屋市街地、岐阜市街地及び四日

市市街地などでは依然として激しい渋滞が発生しており、近畿圏～北陸圏・甲信越へはこの渋滞する中を通過せざるを得ない

状況となっています。

２）事業の投資効果

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、通過交通は渋滞が激しい名古屋市街地の迂回が可能となり、環状道路内側の

渋滞緩和に寄与します。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■東海環状自動車道東回り区間の供用により渋滞は緩和しましたが、環状道路の内側の名古屋市街地、岐阜市街地及び四日

市市街地などでは依然として激しい渋滞が発生しており、近畿圏～北陸圏・甲信越へはこの渋滞する中を通過せざるを得ない

状況となっています。

２２）事業）事業の投資効果の投資効果

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、通過交通は渋滞が激しい名古屋市街地の迂回が可能となり、環状道路内側の

渋滞緩和に寄与します。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

図8 現在の近畿圏～北陸圏・甲信越のルート

■東海環状自動車道の内側では激しい渋滞が
発生

■現在は、渋滞する名古屋市街地を通過交
通が通行

H21民間プローブデータより東海
環状自動車道内側の渋滞損失時
間を算定

図7 H21東海環状自動車道内側の渋滞状況
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図9 東海環状自動車道西回り区間整備後の近畿圏～北陸圏のルート

■東海環状自動車道西回り区間の整備により
通過交通は名古屋市街地を迂回可能に
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４．評価の視点
②②地域経済活性化の支援地域経済活性化の支援

１）事業を巡る社会情勢等の変化

■東海環状自動車道東回り区間の供用により、東回り沿線地域の工業団地立地件数が東回り区間の供用前（H12）と供用後

（H22）の10年間で約３倍に増加しています。

■名古屋港の貿易黒字額は13年連続で日本一となっているほか、取扱貨物量や臨港地区面積も日本一を誇り、日本を代表する

港湾です。また、四日市港の外貿コンテナ取扱量はここ数年増加しており、H22年では過去最高を更新しています。

■現在は、北陸圏～名古屋港・四日市港へは、渋滞している名古屋市街地を通過せざるを得ない状況となっています。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■東海環状自動車道東回り区間の供用により、東回り沿線地域の工業団地立地件数が東回り区間の供用前（H12）と供用後

（H22）の10年間で約３倍に増加しています。

■名古屋港の貿易黒字額は13年連続で日本一となっているほか、取扱貨物量や臨港地区面積も日本一を誇り、日本を代表する

港湾です。また、四日市港の外貿コンテナ取扱量はここ数年増加しており、H22年では過去最高を更新しています。

■現在は、北陸圏～名古屋港・四日市港へは、渋滞している名古屋市街地を通過せざるを得ない状況となっています。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■東海環状自動車道東回り区間供用後は、東回
り区間沿線への工業団地の立地が促進

■名古屋港は、13年連続で貿易黒字額
が日本一
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図12 四日市港の外貿コンテナ取扱量

■四日市港の外貿コンテナ取扱量は増
加傾向

H12年までに完成した工業団地等
H13年以降(供用目標公表後)に完成した工業団地

図10 東海環状自動車道東回り区間沿線
における工業団地の立地状況

グリーンテクノみたけ

H12年の状況
（東回り供用前）

１０箇所

H22年の状況
（東回り供用後）

２６箇所

約
３
倍
増

約
３
倍
増

北陸圏

（亀山JCT)

草津JCT

美濃関JCT

土岐JCT

豊田JCT名神高速道路

東
名
高
速
道
路

中
央自

動
車道

北
陸
自
動
車
道

伊勢湾岸自動車道

東
海
北
陸
自
動
車
道

四日市港

東海環状

自動車道

■現在は、北陸圏～名古屋港・四日市港のルートは、
名古屋市街地を通過

図13 名古屋港・四日市港～北陸圏のルート
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図11 五大港の貿易黒字額の推移
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４．評価の視点

デジタルロードマップより名古屋港・四日市港60分圏域を計算
事業所数・製造品出荷額は、H17工業統計メッシュデータから計算

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、四日
市港・名古屋港からの60分圏域が拡大

図16 名古屋港・四日市港の60分圏域の拡大

：東海環状自動車道整備後の60分圏域拡大区域
：東海環状自動車道整備前の60分圏域

名古屋港名古屋港
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新たな新たな6060分圏域内の事業所数：分圏域内の事業所数：1, 2901, 290件件
それら事業所の年間製造品出荷額：それら事業所の年間製造品出荷額：11兆兆254254億円億円

２）事業の投資効果２）事業の投資効果

■東海環状自動車道西回り区間沿
線において、６箇所で新たな工
業団地が計画・構想中

開発拡充へ期待開発拡充へ期待

図14 西回り区間沿線での工業団地の立地・計画状況

２）事業の投資効果

■東海環状自動車道西回り区間沿線においても、工業団地の整備・計画が進められており、西回り区間の供用は、沿線市町で

の地域経済の活性化が期待できます。

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、名古屋港・四日市港の背後圏への物流の効率化が可能となります。

■名古屋港・四日市港からの60分圏域が拡大し、西回り区間沿線地域において、地域経済の活性化が期待できます。

２）事業の投資効果２）事業の投資効果

■東海環状自動車道西回り区間沿線においても、工業団地の整備・計画が進められており、西回り区間の供用は、沿線市町で

の地域経済の活性化が期待できます。

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、名古屋港・四日市港の背後圏への物流の効率化が可能となります。

■名古屋港・四日市港からの60分圏域が拡大し、西回り区間沿線地域において、地域経済の活性化が期待できます。
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４．評価の視点

１）事業を巡る社会情勢等の変化

■H17.3の東海環状自動車道東回り区間の供用、H20.2の新名神高速道路の供用により、沿線地域では観光客数が増加しました。

２）事業の投資効果

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、高速道路ICからの10ｋｍ圏域が拡大し、観光施設へのアクセス時間が短縮する

ため、観光入込客数の増加、それに伴う地域の活性化が期待できます。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■H17.3の東海環状自動車道東回り区間の供用、H20.2の新名神高速道路の供用により、沿線地域では観光客数が増加しました。

２）事業の投資効果２）事業の投資効果

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、高速道路ICからの10ｋｍ圏域が拡大し、観光施設へのアクセス時間が短縮する

ため、観光入込客数の増加、それに伴う地域の活性化が期待できます。

③③地域活性化地域活性化の支援の支援

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■東海環状自動車道東回り区間の供用により、
東濃地区、中濃地区では観光客が増加

２）事業の投資効果２）事業の投資効果

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、高速道路
ICからの10km圏域が拡大

出典：岐阜県観光レクリエーション動態調査結果、
愛知県観光レクリェーション利用者統計
観光客実態調査報告書（三重県）

※北勢、伊勢志摩、伊賀、甲賀地区の主な観光施設の合計値
※集計期間 新名神高速道路開通前：H19.3～H19.12の合計値

新名神高速道路開通後：H20.3～H20.12の合計値

出典：国土交通省中部地方整備局調査結果

図17 東海環状自動車道東回り区間供用による
岐阜県内の観光客数の変化

■新名神高速道路の供用により沿
線地域の観光入込客数が増加

図18 新名神高速道路供用による
三重県内の観光入込客数の変化

H21岐阜県観光レクリエーション動態調査結果、H21愛知県観光レクリェーション利用者統計、
H21観光客実態調査報告書（三重県）にある観光地の施設数ならびに観光入込客数

関広見IC

（養老IC）

（高富IC）

（岐阜IC）

（糸貫IC）

（大野・神戸IC）

（大垣西IC）

（養老JCT）

2121

2222

156156

258258

4141

1919

155155

：観光施設

高速道路高速道路ICICからのからの10km10kmカバーカバー
圏域内にある観光施設数圏域内にある観光施設数

【【整備なし整備なし】】

105105施設施設
【【整備あり整備あり】】

141141施設施設

デジタルロードマップより岐阜県・三重県内の東海環状自動車道とその内側のICからの15分圏域を計算

高速道路高速道路ICICからのからの10km10kmカバーカバー
圏域内にある観光施設の圏域内にある観光施設の
観光入込客数（観光入込客数（H21)H21)

【【整備なし整備なし】】

3,8833,883万人万人
【【整備あり整備あり】】

4,6974,697万人万人

美濃関JCT

土岐JCT

土岐南
多治見IC

富加関IC

美濃加茂IC

可児御嵩IC

（北勢IC）

（大安IC）

（東員IC）

（四日市北JCT）

図19 高速道路ICからの10km圏域の拡大と観光施設立地状況

：東海環状自動車道整備後の高速ICからの10km圏域拡大区域
：東海環状自動車道整備前の高速ICからの10km圏域

（ ）のIC・JCT名は仮称

約約1.91.9倍倍

ほぼ横ばいほぼ横ばい

約約1.21.2倍倍

ほぼ横ばいほぼ横ばい

【【東濃地区東濃地区】】

【【西濃地区西濃地区】】

【【岐阜地区岐阜地区】】

【【中濃地区中濃地区】】
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４．評価の視点
④④災害に強い道路機能の確保災害に強い道路機能の確保

震度６強

鉄筋コンクリート造建物 壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が多くなる。
地盤 大きな地割れが生じることがある。

斜面等 がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山体の崩壊が発生することがある

１）事業を巡る社会情勢等の変化

■中部地方の太平洋側には、今後30年以内に東海・東南海・南海地震等の大規模地震の発生が予測されており、濃尾平野にお

いても広い範囲で震度６強の強震度の発生が予測されています。

■濃尾平野は我が国最大のゼロメートル地帯を有し、台風や集中豪雨等による河川の氾濫などの災害が生じやすく、昭和51年9

月には大きな浸水被害を被りました。その際、水没を免れた名神高速道路は復旧路・救援路として機能しました。

■名神高速道路大垣IC～米原JCT間では、雪や交通事故により通行止めが多く発生していますが、同区間が通行止めの場合、

現状での迂回路は伊勢湾岸自動車道・新名神高速道路経由ルートに限られています。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■中部地方の太平洋側には、今後30年以内に東海・東南海・南海地震等の大規模地震の発生が予測されており、濃尾平野にお

いても広い範囲で震度６強の強震度の発生が予測されています。

■濃尾平野は我が国最大のゼロメートル地帯を有し、台風や集中豪雨等による河川の氾濫などの災害が生じやすく、昭和51年9

月には大きな浸水被害を被りました。その際、水没を免れた名神高速道路は復旧路・救援路として機能しました。

■名神高速道路大垣IC～米原JCT間では、雪や交通事故により通行止めが多く発生していますが、同区間が通行止めの場合、

現状での迂回路は伊勢湾岸自動車道・新名神高速道路経由ルートに限られています。

１）事業を巡る社会情勢等の変化１）事業を巡る社会情勢等の変化

■東海環状自動車道は、東海・東南海・南海地
震で強震度が予測されている地域を迂回

出典：（独） 防災科学技術研究所 地震ハザードステーション 2010年版より作成
：気象庁震度階級関連解説表
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回

図20 東海・東南海・南海地震における震度6強以上の地震発生確率分布図
図21 昭和51年9月の洪水状況

■東海環状自動車道西回り区間は、過去の洪
水域を概ね迂回

出典：昭和51年9月洪水実績図

美濃関JCT

（養老JCT）

名神高速道路

東
海
北
陸
自
動
車
道

2121

2222

156156

258258

関広見IC

（養老IC）

（高富IC）

（糸貫IC）

（大野・神戸IC）

（大垣西IC）

（岐阜IC）

図22 名神高速道路大垣IC～米原JCT間通行止め時における
現在の迂回路イメージ

■現在、名神高速道路大垣IC～米原JCT間が
通行止めとなった場合、迂回経路は伊勢湾岸
自動車道～新名神高速道路経由ルートのみ

安八町

破堤地点
名神高速自動車道

安八町

破堤地点
名神高速自動車道

復旧路・救援路として機能

昭和昭和5151年年99月の洪水区域を迂回月の洪水区域を迂回

（ ）のJCT名は仮称
近畿圏

北陸圏
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(四日市北JCT)

甲信越

名
阪
国
道 伊勢道

紀勢線

（ ）のJCT名は仮称

首都圏

草津JCT
新名神高速道路

区間
通行止め

日数
大垣IC～関ケ原IC 4
関ケ原IC～米原ＪＣＴ 5

 出典：中日本高速道路(株)資料

通行止め日数（H17～H20合計）

（ ）のIC・JCT名は仮称
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４．評価の視点
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四日市ＪＣＴ

２）事業の投資効果

■東海環状自動車道は、強震度が予測されている地域を迂回しています。西回り区間の整備により、放射状の高速道路と連結

されれば、災害時における東名高速道路、名神高速道路、新東名高速道路、新名神高速道路等東西交通の大動脈の機能不

全を防ぎ、緊急輸送道路として、災害時においても信頼性の高い道路ネットワークの構築が期待されます。

■東海環状自動車道は、ゼロメートル地帯を迂回しており、高架構造が大半を占めるため、河川氾濫等の浸水時にも避難・救

助・復旧・復興のための道路ネットワークとして役割を果たすことが期待できます。

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、高速道路相互の代替機能の確保が可能となります。

２）事業の投資効果２）事業の投資効果

■東海環状自動車道は、強震度が予測されている地域を迂回しています。西回り区間の整備により、放射状の高速道路と連結

されれば、災害時における東名高速道路、名神高速道路、新東名高速道路、新名神高速道路等東西交通の大動脈の機能不

全を防ぎ、緊急輸送道路として、災害時においても信頼性の高い道路ネットワークの構築が期待されます。

■東海環状自動車道は、ゼロメートル地帯を迂回しており、高架構造が大半を占めるため、河川氾濫等の浸水時にも避難・救

助・復旧・復興のための道路ネットワークとして役割を果たすことが期待できます。

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、高速道路相互の代替機能の確保が可能となります。

２２）事業）事業の投資効果の投資効果

■放射状道路７路線と接続することにより、強震度
地域を避けた信頼性の高い道路ネットワークを構
築

■東海環状自動車道西回り区間の整備により、
複数の迂回路が確保可能

■高架構造が大半であるため、避難、
救助、復旧、復興活動に寄与

図24 東海環状自動車道とゼロメートル地帯図23 東海・東南海・南海地震における震度6強以上の
地震発生確率分布図と道路ネットワーク
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出典：（独） 防災科学技術研究所 地震ハザードステーション 2010年版より作成
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図25 名神高速道路大垣IC～米原JCT間通行止め時における
東海環状西回り区間整備後の迂回路イメージ

（四日市北ＪＣＴ）

新名神高速道路
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３）事業の進捗状況
■事業進捗率は、土岐～関： 74% 関～養老：11% 養老～北勢：1% 北勢～四日市：25% (平成22年度末)
■用地取得率は、土岐～関：100% 関～養老：37% 養老～北勢：0% 北勢～四日市：97% (平成22年度末)
■土岐南多治見ＩＣ～土岐ＪＣＴ間Ｌ＝２．９ｋｍは、完成４車線供用済み
■土岐ＪＣＴ～関広見ＩＣ間Ｌ＝３６．１ｋｍは、暫定２車線供用済み
■（参考）前回評価時：

事業進捗率 土岐～関： 73% 関～養老： 4% 養老～北勢：1% 北勢～四日市：24%
用地取得率 土岐～関：100% 関～養老：10% 養老～北勢：0% 北勢～四日市：89%

３）事業の進捗状況
■事業進捗率は、土岐～関： 74% 関～養老：11% 養老～北勢：1% 北勢～四日市：25% (平成22年度末)
■用地取得率は、土岐～関：100% 関～養老：37% 養老～北勢：0% 北勢～四日市：97% (平成22年度末)
■土岐南多治見ＩＣ～土岐ＪＣＴ間Ｌ＝２．９ｋｍは、完成４車線供用済み
■土岐ＪＣＴ～関広見ＩＣ間Ｌ＝３６．１ｋｍは、暫定２車線供用済み
■（参考）前回評価時：

事業進捗率 土岐～関： 73% 関～養老： 4% 養老～北勢：1% 北勢～四日市：24%
用地取得率 土岐～関：100% 関～養老：10% 養老～北勢：0% 北勢～四日市：89%

（ ２ ） 事 業 の 進 捗 の 見 込 み の 視 点（ ２ ） 事 業 の 進 捗 の 見 込 み の 視 点

（ ）のIC・JCT名は仮称

■美濃関ＪＣＴ(L=2.4km)は、平成27年度の供用を予定。
■大垣西ＩＣ(仮称)～養老ＪＣＴ(仮称) (L=5.7km)は、平成24年度の暫定２車線供用を予定。

関広見ＩＣ～養老ＩＣ(仮称) (L=38.5km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。
■養老ＩＣ(仮称)～北勢ＩＣ(仮称) (L=18.0km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。
■東員ＩＣ(仮称)～四日市北ＪＣＴ(仮称) (L=1.7km)は、平成27年度の完成供用を予定。

北勢ＩＣ(仮称)～東員ＩＣ(仮称) (L=12.7km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。

■美濃関ＪＣＴ(L=2.4km)は、平成27年度の供用を予定。
■大垣西ＩＣ(仮称)～養老ＪＣＴ(仮称) (L=5.7km)は、平成24年度の暫定２車線供用を予定。

関広見ＩＣ～養老ＩＣ(仮称) (L=38.5km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。
■養老ＩＣ(仮称)～北勢ＩＣ(仮称) (L=18.0km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。
■東員ＩＣ(仮称)～四日市北ＪＣＴ(仮称) (L=1.7km)は、平成27年度の完成供用を予定。

北勢ＩＣ(仮称)～東員ＩＣ(仮称) (L=12.7km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。

【現在の状況（ＪＲ東海道新幹線跨線部）】
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２）代替案立案等

■東海環状自動車道（土岐～四日市）は、地形、土地利用状況、主要幹線道路との接続などを勘案した路線計画と
なっており、広域ネットワークの構築、地域経済活性化の支援、地域活性化の支援、災害に強い道路機能の確保な
ど、期待される効果が大きい合理的な計画であるため、計画の変更は困難である。

２）代替案立案等

■東海環状自動車道（土岐～四日市）は、地形、土地利用状況、主要幹線道路との接続などを勘案した路線計画と
なっており、広域ネットワークの構築、地域経済活性化の支援、地域活性化の支援、災害に強い道路機能の確保な
ど、期待される効果が大きい合理的な計画であるため、計画の変更は困難である。

４．評価の視点

（（３３））コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

１）コスト縮減

■ＩＣ構造等の一部を高架から盛土等へ変更することにより、約６０億円のコスト縮減を図っています。

■技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していきます。

１）コスト縮減

■ＩＣ構造等の一部を高架から盛土等へ変更することにより、約６０億円のコスト縮減を図っています。

■技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進していきます。

○高架から盛土へ変更

従来構造：高架 新構造：盛土
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５．県・政令市への意見聴取結果
＜土岐～関＞

■岐阜県の意見
対応方針（原案）案のとおり、事業の継続について異存ありません。
事業実施にあたっては、養老ＪＣＴ（仮称）～大垣西ＩＣ（仮称）間の平成２４年９月から開催する「ぎふ清流国体」までの開通、その

他区間の早期完成をお願いします。また、早期に効果が発現されるようジャンクションから順に段階的な供用を図るとともに、コスト縮減
の徹底を要請します。

■岐阜県の意見
対応方針（原案）案のとおり、事業の継続について異存ありません。
事業実施にあたっては、養老ＪＣＴ（仮称）～大垣西ＩＣ（仮称）間の平成２４年９月から開催する「ぎふ清流国体」までの開通、その

他区間の早期完成をお願いします。また、早期に効果が発現されるようジャンクションから順に段階的な供用を図るとともに、コスト縮減
の徹底を要請します。

＜関～養老＞

■岐阜県の意見
対応方針（原案）案のとおり、事業の継続について異存ありません。
事業実施にあたっては、養老ＪＣＴ（仮称）～大垣西ＩＣ（仮称）間の平成２４年９月から開催する「ぎふ清流国体」までの開通、その

他区間の早期完成をお願いします。また、早期に効果が発現されるようジャンクションから順に段階的な供用を図るとともに、コスト縮減
の徹底を要請します。

■三重県の意見
本事業は、中部圏の広域ネットワークを構築することで、地域経済活動の活性化や交通渋滞の緩和、さらにはリダンダンシーの確保によ

る災害に強い道路機能の確保を図るための重要な事業です。
今後も引き続き、本県と十分な調整をしていただき、早期全線完成に向けた事業の確実な推進をお願いいたします。

■岐阜県の意見
対応方針（原案）案のとおり、事業の継続について異存ありません。
事業実施にあたっては、養老ＪＣＴ（仮称）～大垣西ＩＣ（仮称）間の平成２４年９月から開催する「ぎふ清流国体」までの開通、その

他区間の早期完成をお願いします。また、早期に効果が発現されるようジャンクションから順に段階的な供用を図るとともに、コスト縮減
の徹底を要請します。

■三重県の意見
本事業は、中部圏の広域ネットワークを構築することで、地域経済活動の活性化や交通渋滞の緩和、さらにはリダンダンシーの確保によ

る災害に強い道路機能の確保を図るための重要な事業です。
今後も引き続き、本県と十分な調整をしていただき、早期全線完成に向けた事業の確実な推進をお願いいたします。

＜養老～北勢＞

■三重県の意見
本事業は、中部圏の広域ネットワークを構築することで、地域経済活動の活性化や交通渋滞の緩和、さらにはリダンダンシーの確保によ

る災害に強い道路機能の確保を図るための重要な事業です。
今後も引き続き、本県と十分な調整をしていただき、四日市－東員ＩＣ間の平成２７年度供用を確実にするとともに、早期全線完成に向

けた事業の確実な推進をお願いいたします。

■三重県の意見
本事業は、中部圏の広域ネットワークを構築することで、地域経済活動の活性化や交通渋滞の緩和、さらにはリダンダンシーの確保によ

る災害に強い道路機能の確保を図るための重要な事業です。
今後も引き続き、本県と十分な調整をしていただき、四日市－東員ＩＣ間の平成２７年度供用を確実にするとともに、早期全線完成に向

けた事業の確実な推進をお願いいたします。

＜北勢～四日市＞

■岐阜県の意見
対応方針（原案）案のとおり、事業の継続について異存ありません。
事業実施にあたっては、養老ＪＣＴ（仮称）～大垣西ＩＣ（仮称）間の平成２４年９月から開催する「ぎふ清流国体」までの開通、その

他区間の早期完成をお願いします。また、早期に効果が発現されるようジャンクションから順に段階的な供用を図るとともに、コスト縮減
の徹底を要請します。

■岐阜県の意見
対応方針（原案）案のとおり、事業の継続について異存ありません。
事業実施にあたっては、養老ＪＣＴ（仮称）～大垣西ＩＣ（仮称）間の平成２４年９月から開催する「ぎふ清流国体」までの開通、その

他区間の早期完成をお願いします。また、早期に効果が発現されるようジャンクションから順に段階的な供用を図るとともに、コスト縮減
の徹底を要請します。
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①事業の必要性等に関する視点
１）事業を巡る社会情勢等の変化
■東海環状自動車道内側の名古屋市の渋滞が激しく、近畿～北陸圏・甲信越へは渋滞する名古屋市街地を通過せざるを得ない状況である。
■東海環状自動車道東回り区間供用後、沿線地域の工業団地立地件数が増加している。
■東海環状自動車道東回り区間、新名神高速道路の供用後、沿線地域では観光客が増加した。
■東海・東南海・南海地震の発生が予測されている。また、濃尾平野は我が国最大のゼロメートル地帯を有し、大きな水害を被っている。

２）事業の投資効果
■名古屋市街地を迂回した通行が可能になり、環状道路内側の渋滞緩和が期待できる。
■新規の工場立地等による地域経済の活性化が期待できる。
■観光施設へのアクセス時間が短縮し、観光客の増加による、地域の活性化が期待できる。
■緊急輸送路として、災害時においても信頼性の高い道路ネットワークの構築が期待できる。
■費用便益比（Ｂ／Ｃ） 事業全体の投資効率性の評価 土岐～関＝１．７、関～養老＝１．３、養老～北勢＝１．６、北勢～四日市＝１．７

３）事業の進捗状況
■全体の事業進捗率 土岐～関： ７４％ 関～養老：１１％ 養老～北勢：１％ 北勢～四日市：２５％ （平成２２年度末）
■用地取得率 土岐～関：１００％ 関～養老：３７％ 養老～北勢：０％ 北勢～四日市：９７％ （平成２２年度末）
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■観光施設へのアクセス時間が短縮し、観光客の増加による、地域の活性化が期待できる。
■緊急輸送路として、災害時においても信頼性の高い道路ネットワークの構築が期待できる。
■費用便益比（Ｂ／Ｃ） 事業全体の投資効率性の評価 土岐～関＝１．７、関～養老＝１．３、養老～北勢＝１．６、北勢～四日市＝１．７

３）事業の進捗状況
■全体の事業進捗率 土岐～関： ７４％ 関～養老：１１％ 養老～北勢：１％ 北勢～四日市：２５％ （平成２２年度末）
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６．対応方針（原案）

以上のことから一般国道475号東海環状自動車道（土岐～四日市）の事業を継続する。

平成１９年度の事業評価監視委員会から一定期間（４年間）が経過したことから、以下の３つの視点で再評価を行いました。

②事業の進捗の見込みの視点
■美濃関ＪＣＴ(L=2.4km)は、平成27年度の供用を予定
■大垣西ＩＣ(仮称)～養老ＪＣＴ(仮称) (L=5.7km)は、平成24年度の暫定２車線供用を予定。
関広見ＩＣ～養老ＩＣ(仮称) (L=38.5km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。

■養老ＩＣ(仮称)～北勢ＩＣ(仮称) (L=18.0km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。
■東員ＩＣ(仮称)～四日市北ＪＣＴ(仮称) (L=1.7km)は、平成27年度の完成供用を予定。
北勢ＩＣ(仮称)～東員ＩＣ(仮称) (L=12.7km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
■技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進。
■東海環状自動車道は、地形、土地利用状況、主要幹線道路との接続などを勘案した路線計画となっており、広域ネットワークの構
築、地域経済活性化の支援、地域活性化の支援、災害に強い道路機能の確保など、期待される効果が大きい合理的な計画であるた
め、計画の変更は困難である。

②事業の進捗の見込みの視点
■美濃関ＪＣＴ(L=2.4km)は、平成27年度の供用を予定
■大垣西ＩＣ(仮称)～養老ＪＣＴ(仮称) (L=5.7km)は、平成24年度の暫定２車線供用を予定。
関広見ＩＣ～養老ＩＣ(仮称) (L=38.5km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。

■養老ＩＣ(仮称)～北勢ＩＣ(仮称) (L=18.0km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。
■東員ＩＣ(仮称)～四日市北ＪＣＴ(仮称) (L=1.7km)は、平成27年度の完成供用を予定。
北勢ＩＣ(仮称)～東員ＩＣ(仮称) (L=12.7km)は、平成32年度までに暫定２車線供用を予定。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
■技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進。
■東海環状自動車道は、地形、土地利用状況、主要幹線道路との接続などを勘案した路線計画となっており、広域ネットワークの構
築、地域経済活性化の支援、地域活性化の支援、災害に強い道路機能の確保など、期待される効果が大きい合理的な計画であるた
め、計画の変更は困難である。


